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1　はじめに
　ソ連経済は、基本的な生産手段が社会化されている限りにおいて、労働の普遍性、すなわち労働能
力あるすべての社会成員が、社会的労働に参加し、「能力に応じて働き労働に応じて受けとる」可能
性を内包している。しかしながら、ソ連における生産手段の社会化は、なお国家的所：有に媒介されて
おり、この国家的所有＝管理形態のもとでは、生産手段が直接的には国家機関によって所有＝管理さ
れており、本来共同所有者の一員であるはずの個々の労働主体は直接的には所有＝管理主体とはなっ
ていない。このために、個々の労働主体と生産手段との結合を媒介する特定の組織化過程が必要とな
る。この過程は、具体的には自由な人格としての労働主体と個別的生産単位＝相対的独立性を有する
「企業」の管理部との自由意志に基いた労働契約の締結を通じて実現されるP。したがって、この労
働契約関係の変更という意味での労働力移動nBH｝KeHHe　pa60qen　CHnhl　Oま、社会主義経済のもと
でも広範に見られる経済現象である。
　毎年、ソ連全体で2，000万～2，500万人が退職あるいは転職し、そのうち赤軍への入隊や年金などの
理由を除いた残り3分の2が労働力流動TeKygecTb　pa609eti　cunNと呼ばれる自発的退職者と規
律違反による解雇者である2）。労働力流動率（就業者数にたいする自発的退職者と規律違反による解
雇者の総数の比率）は、断片的な数値を組み合せた資料によれば8）、全体として減少傾向を示してい
るとはいえ、たとえばノヴォシビルスク器具工場の15年間（1960～74年）にわたる調査資料によれば
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平均24．3％とほとんど変化が見られない4）。もっとも、ソ連における労働力流動率は西側諸国よりも
低く、たとえぽアメリカ合衆国はソ連の2倍である5）。しかし、転職のための労働中断期間は約1カ
月におよび6）、また転職前後の一時的な労働生産性の低下、新入老の再訓練費の増加、労働集団の不
安定化など多くの否定的影響をもたらしているために、労働力流動を適正な規模に抑えることが問題
となっている7）。
　さらに、重要なことは、労働力流動率が地域的に大きく相違していることである。本稿で取り上げ
るシベリア地方は最も流動率の高い地域の一つである。1967年にロシア共和国の労働流動率平均21．4
％にたいして、中央部一15．7％、西シベリアー26．4％、東シベリアー32．8％、極東地方一31．1％であ
った8）。このような流動率の地域的差違は1981年でも変化しておらず、ロシ，ア共和国平均を100とし
た場合、中央部一75、西シベリアー118．8、東シベリアー137。5、極東地方一125．0である9）。こうし
た高い労働力流動率を背景として、ソ連邦アカデミーシベリア支部の経済工業生産組織研究所は、す
でに1950年代末からこの問題に取り組み始めている。1964～74年に、ノヴォシビルスク、ルプッォ
フ、パルナウール、クズパス、オムスクで、機械工業、軽工業、鉱工業、建設業に関する計12回の大
規模な調査が実施され10）、1977～78年にはアルタイ地方で11）、1981年にはノヴォシビルスク12）で調査
が行なわれている。
　このアカデミーシベリア支部のアソトセンコーフE．r．　AHTceHKOBを中心とする労働力流動に関
する調査は、産業社会学的な事例的実態調査としての性格をもつものである。調査は、特定の社会問
題（この場合、労働力流動）にたいして既成理論と既存の事実資料から社会問題を組み込んだ仮説的
理論をたて、ここから調査可能な形に具体化個別化された作業仮説を引き出し、実態調査を通じてこ
れを検証するというアプローチをとっており、これらの資料は、この点で極めて実証力の高い資料で
あるぽかりでなく、通常の統計資料では把握することのできない個別企業における具体的な労働過程
の質的側面をも解明する可能性を与えるものである13）。それゆえ、この調査資料は、我国でも注目さ
れており、岡田裕之氏による詳細な紹介14）の他、小野一郎15）、宮坂純一16）、大津定美17）らの諸氏によ
って利用されている。しかし、これらの労作は、いずれもこの資料をソ連における労働力流動の一事
例としてのみ扱っており、地域的な労働力流動率の相違に言及しつつも、流動率の高い一地域におけ
る資料であることには十分な関心を払っていないように思われる18）。
　そこで、本稿では、社会学的方法論を意識しながら、西シベリア地方の事例を素材として、主に労
働力流動の動機構造の分析を通じて労働力流動の原因および地域経済との関連について考察し、地域
レベルにおける労働力流動対策の必要｛生について論証を試みる。もちろん、動機構造は、客観的な原
因を人間の内部に取りこんだ態度ないし感情を現わすものであって、労働力流動を総体として把握す
るためには、労働条件、労働組織、生活条件等の客観的要因の分析が不可欠である。しかし、皿で述
ぺるような筆者の問題関心からして、動機構造に関する資料は最も重要であり、また紙数の制約から
も、本稿では主たる事実資料を動機構造に関するものに限定せざるをえなかった。
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II視座の転換一人間的要因qenoBeqecKHnΦaKTop
　労働力は、生産手段とともに生産力を構成する2つの要因であり、この両者がなんらかの形で結合
することなしには、いかなる経済体制のもとでも生産そのものが成立しえない。資本主義経済のもと
では、この結合は、生産手段をもたない労働者の労働力商品の売買という独自の形態を通じて、すな
わち資本の生産過程として実現される。ここでは、生産の規定的な目的は労働生産物に含まれる剰余
価値の取得であり、「生きた労働」は「死んだ労働」である資本を維持し増殖するための手段となっ
ている。これにたいして、社会主義経済のもとでは、労働主体としての人間が2重の役割を演ずる。
すなわち、人間は、一方で主たる生産力要因であり、他方で社会主義生産関係の主体一社会主義社会
の成員として生産手段の共同所有者一である。ここでは労働力と生産手段が直接的に（労働力商品と
いう形態をとらずに）結合され、生産の規定的な目的は社会成員の物質的・精神的な欲求の充足およ
び全面的な発達である。「死んだ労働」が「生きた労働」を支配するという位置づけは逆転し、「生き
た労働」が労働力と生産手段との結合において決定的な役割を果たすようになる19）。
　このような資本主義と対比した社会主義経済の本質的な特徴を前提するならば、本来、社会主義経
済の計画化、とくに労働力利用の計画化は、単に生産力要因としての労働力だけでなく、その担い手
であり、物質的・精神的富の消費者言いかえれぽ生活者としての人間に立脚したものでなければなら
ないであろう。誤解を怖れずに、比喩的に表現するならぽ、資本主義経済に関する理論が商品を出発
点とするならぽ、社会主義経済に関する理論は人間を出発点としなければならない。
　にもかかわらず、現在のソ連における労働力利用計画化の主たる用具一労働力バランスーは、こう
した要請に十分に応えているとは言い難い。労働力パラソスはまさに労働力を対象とする物財バラン
スにほかならず、ここでの労働力は機械や資材と同様に単なる生産力要因としてのみ計画的配分の対
象となっており、その具体的な担い手である人間の物質的・精神的欲求の充足の問題とは切りはなさ
れている。地域の労働力パラソスの機能は、既存の労働資源と生産に必要とされる労働力との事後的
な調整の域をでるものではなく、労働力の具体的な担い手である人間の特定地域への定着に係わる様
々な社会問題は考慮されていない。この労働資源の地域的計画化の主たる欠陥の一つは、地域労働力
バランスの作成に際して、生産での「生きた労働」と「死んだ労働」との量的均衡の形成における
「相関」が考慮されていないことにある。生活水準の指標は、経済的課題とは関連しておらず、それ
自体の既存の可能性や水準から独自に計画されており、労働の計画化と福祉の計画化は必らずしも適
切な相互関係をもってはいない20）。
　従来、一般的に利用されてきた労働資源という術語は、（本稿においても便宜的に利用しているが）
人間を経済活動の意識的主体としてではなく、管理の客体とみなしており、人間を単なる生産力要因
としてのみとらえる、こうした一面的なアプローチを反映している。近年、これにたいする批判とし
て人間的要因という術語が登場してきたことは21）、すでに述ぺたように社会主義経済の本質的特徴に
関する理論的把握からも同意できる。この術語は、生産力要因としての労働力とともに、その担い手
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であり、物質的、精神的欲求の充足を目指して経済活動を行なう意識的な労働主体としての人間をも
包括するものである。こうした術語が重視されるようになった背景には、一般に認められているよう
に、①人口の自然増加の停滞傾向、②生産の外延的発展から内包的発展への転換にともなう労働の性
格と内容の変化、③教育・文化水準の向上にともなう生活・労働条件にたいする欲求水準の向上など
があると考えられるが、やはり人間的要因は、人間を労働力としてのみ扱う視座から、社会主義経済
の規定的な目的である人間の物質的・精神的欲求の充足のために意識的に経済活動を行なう管理＝制
御主体として扱う視座への質的な転換を要請するものとして極めて重要である。
　こうした視座から個々の労働主体と生産手段との具体的な関連について検討してみよう。すでに述
べたように、社会主義のもとでの労働者は、主たる生産力要因であるばかりでなく、社会化された生
産手段の共同所有者の一員である。しかし、社会化された生産手段は実際には個別的生産単位一相対
的独立性と有する「企業」一に配置されており、個々の労働者はこれに対応した一定の労働集団に組
織されている。個々の労働集団は、具体的には労働力の一定の職種・資格構成、その利用水準、部門
や職種の移動性、労働組織の特性などを有しており、これは同時に肉体労働と精神労働の分離、職
種・資格や教育水準などによる社会的分化、職場における人間関係など様々な社会問題をともなって
いる。さらに、労働が依然として「生活のための手段」であるかぎりにおいて、その生活水準は彼の
個人的労働と直接に結びついた個人的消費部分の大きさに依存している。こうして、生産力的観点か
ら見た労働力の合理的配置と個人の職業選択の自由のあいだには一定の矛盾が存在する。そして、こ
の矛盾の結節点となっているのが労働力流動である。労働力流動は、開発や技術革新に応じた地域、
部門、企業の労働力需要の変化、労働者の技能資格の向上など生産力発展の客観的要因に規定されて
いるばかりでなく、地域、部門、企業の賃金や労働条件、生活水準や文化・教育水準の向上、ライフ
サイクルにおける変化など様々な要因の影響を受けるからである22）。以上のような観点から見ると、
労働力流動は単に個別的生産単位間の移動であるぼかりでなく、一定の「社会的空間」における人々
の移動の総体であると考えられる。
　このような労働力流動が現実に進行する場としての社会的分業は、部門一企業一職場一職区一持場
を基本環とする社会的生産の形式的構造をもっている。この分業体系の最小の環は個々の労働者の持
場であるが、これは以下のような諸特徴の複合体としてとらえることができる23）。
　①持場は、社会的生産の形式的構造の諸要素（部門、企業、職場、職区）およびなんらかの地域
　　（経済地域、州、都市など）と結びついている。
　②分業の基本環としての持場の質的特徴：職務内容、他の持場との関連の性格、労働組織や生産
　　管理における位置、職種・資格上の要請。これは、生産力の物質的要素（技術装備、機械化、オ
　　ートメーショソ化など）の発展水準だけでなく、労働組織によっても規定されている。
　③持場とむすびついている物質的、社会的・精神的富の体系。これは、物質的富の総体としての
　　持場の「消費的潜在力」と社会的・精神的富の総体としての持場の「社会的潜在力」とに分けら
　　れる。「消費的潜在力」とは、まず第一に労働の種類に応じた賃金の形態と水準であり、次に住
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　　宅、児童施設、保養施設の利用権などを得る可能性である。さらに、これは地域や居住地点の生
　　活条件に規定されざるをえず、当該地域の生活・文化サービス、交通事情、商業網、自然環境な
　　どの影響を受ける。「社会的潜在力」とは、労働の創造的内容と関連した個人の発達の可能性、
　　生産管理への参加の可能性、人間関係、職種の社会的プレステージ、資格等級の向上など企業内
　　における昇進の可能性、労働集団における社会・心理的状況などである。
　さらに、持場のこのような特徴の各グループは、個々の労働者の次のような諸特徴と対応してい
る。
　①個々の労働者は特定の地域に居住し、そこに生活拠点をおいて生きている以上、個人の自由な
　　労働投下場所の選択の可能性は居住地点に制約される。つまり、移住を前提としないかぎり、職
　　業選択は通勤可能圏内の産業配置に制約される。
　②一般的・専門的教育水準、以前の職業上の経歴、職種に関する知識などに規定される個々の労
　　働者の職種・資格上の質は、彼が遂行しうる労働の種類を決定する。
　③個々の労働者は、個性、具体的な生活状況（既婚、未婚、子供のあるなしなど）を反映する一
　　定の消費水準およびその構造をもっている。
　このような持場と労働者から構成される社会的生産の核の安定性は、その諸特徴の各構成要素がそ
れぞれどの程度適合あるいは均衡しているかによって変動し、この均衡関係の変動が労働力流動を引
き起こす構造的要因であると考えられる。（図1を参照）
　以上のようなモデルにおいて、とくに注意を要するのは、労働者と持場が、a産業配置と居住地
点、b持場の「消費的潜在力」・「社会的潜在力」と個人消費の水準・構造によって媒介されているこ
とである。これと関連して、労働力流動の考察にあたって、以下のような事情が考慮されねぽならな
いと考えられる。
　①生産力要因としての労働力は、他の物質的要因とは異なった独自の地域的移動性をもってい
図1　社会的生産の核の均衡（安定化）条件
持　　　場
地　　　域 労働者に対するE種・資格要求
「消費的」「社会
I」潜在力
居住地点 労働者の職種・相i上の性格
個人的要求発展の構造と水準
労　働　者
出所：T．　M．3acJ！aBcKas．　TpynoBafl　Mo6HnbHocTb　KaK　npe八MeT
　　gKoHMHKo・coUHanorH竃｛ecKoro　HccneAoBaHHfl－B　KH．：MeTo・
　　AnorHqecKHe　npo6neMbi　coIIHoJIorHgecKoro　KccJle双oBaHHH
　　Mo6湖bHocTH　Tpy皿oB日x　pecypcoB．　HoB㏄K6HpcK．1974r．，cTp．16．
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　　る24）。
　②地域経済は、関放的タイプの経済システムすなわち国民経済におけるオープンシステムであ
　　り、とくにその人口動態には社会的移動が強い影響を与える25）。
　③地域経済は、単に労働力需要を規定する「経済的容量」ぼかりでなく、人々の標準的な社会
　　的・精神的欲求を充足させる「社会的容量」をもつ26）。（「経済的容量」と「社会的容量」の統合
　　体としての地域経済）
　したがって、労働力流動は、個別企業レベルの問題にとどまらず、地域間の移住の問題をも含めて
考察されねばならない。
　そこで、次に動機構造の分析を中心として、移住を含む労働力流動を検討し、その地域経済にたい
する影響について考察する。
III　労働力流動の動機構造および地域経済にたいする影響
　労働力流動の動機構造は、労働者であると同時に生活者でもある具体的な諸個人の立場から見た自
己の労働投下に係わる諸条件を特徴づけるものとして大変興味深いものである。
　まず最初に、ノヴォシビルスクの19企業に関する1964，1970，1981年の自発的退職者の動機構造を
見てみよう。（表1）7大項目の順位に大きな変化はなく、その他の動機を別とすれぽ、1964，70年
ともに第1位一個人的動機、第2位一生活条件、第3位一職種・資格、第4位一労働条件、第5位一
労働組織、第6位一集団における人間関係となっており、1981年には生活条件が第1位、個人的動機
が第2位となっている。この2つの動機は、全体のほぼ70％を占めているというぽかりでなく、生活
条件動機の大きさは企業レベルでの労働力流動対策には限界があり、生活環境の整備など地域レベル
での対策の必要性を、また個人的動機の大きさは、全体として減少傾向にあるとはいえ、労働力流動
のなかには予測不可能な部分的無知partial　ignoranceが存在することを示唆していると思われる。
　しかし、職種・資格、労働条件、労働組織、集団における人間関係を一括して生産と直接的に関連
した動機とみなした場合、これらの動機は約25％を占めており、しかも生活条件に含められている賃
金不満を含めるとその割合は一層大きくなる。さらに、個人的動機のなかでも、たとえぽ健康状態と
労働条件、修学のための退職と職種・資格動機は関連していると考えられるから、直接、間接に生産
と係わる動機は全体の半数近くであると思われる。1970年と1981年を比較すると、生産と直接的に関
連した動機は、等級上昇の展望がない、不都合な交代制、肉体的に重労働といった個別動機を除い
て、全体的には増加傾向にある。
　生活条件動機の割合は、賃金不満が若干減少しているのを除いて、全体的には増大傾向を示してお
り、なかでもとくに急増しているのは住宅不満である。この割合は、1981年と1964，70年と比較し
て、およそ1．7倍となっている。1981年の1人あたりの平均居住面積に関する資料によれぽ、全退職
者の42．8％が6㎡未満、30．3％が7～9㎡であり、とくに住宅不満を理由に退職した者の約7割（68．9
％）が6㎡未満であった27）。しかも、その大半は、省庁あるいはソビエトのアパート、共同宿舎、個
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表1　ノヴォシビルスク工業における自発的退職者の動機構造の動態 （％）
差 異
?
退　　　職　　　動　　　機 1964 197019811964年と 1981年
比較した
P970年 1964年ﾆ比較
1970年
ﾆ比較
〈職種・資格〉
・作業が専門あるいは資格に一致しない 4．0 3．6 4．1 一〇．4 十〇．1 十〇．5
・職種不満 10．0 7．3 7．8 一2．7 一2．2 十〇．5
・等級上昇の展望がない 1．0 1．1 0．8 十〇．1 一〇．2 一〇．3
・作業の単調さ 0．3 一 一 一〇．3 一〇．3 一
計 115・31・2・・1・2・・卜a・1一凱・1 十〇．7
〈労働組織〉
・作業にリズムがない 2．0 0．7 3．0一1．3 十1．0 十2．3
・不都合な交替制 1．1 3．4 1．3 十2．3 十〇。2 一2．1
・きびしいノルマ 0．2 一 一 一〇．2 一〇．2 一
計 1・・3 4．1 4．3 十〇．8 十1．0 十〇．2
〈労働条件〉
・肉体的に重労働 2．7 2．5 2．4 一〇．2 一〇。3 一〇．1
・不潔な作業 1．0 1．3 1．6 十〇．3 十〇．6 十〇．3
・有害な労働条件 1．2 2．1 2．9 十〇．9 十1．7 十〇。8
・作業後自由にすごすための良好な条件が不
¥分 一 一 0．1 一 十〇．1 十〇．1? 14・ 5．9 7．01・…1十2．1 十1．1
〈集団における人間関係〉
・職長・管理者とうまくいかない 0．9 1．5 2．1 十〇．6 十1。2 十〇．6
・集団が気にいらない 0．1 0．1 0．4 一 十〇．3 十〇．3
? 11・・ 1．6 2．5 十〇．6 十1．5 十〇．9
〈生活条件動機〉
・賃金不満 13．5 12．9 12．8一〇．6 一〇．7 一〇．1
・住宅不満 9．8 9．7 16．5 一〇．1 十6．7 十6．8
・職場と住居が遠い 5．7 6．6 5．9 十〇．9 十〇．2 一〇．7
・児童施設不足 5．6 2．3 3．6 一3．3 一2．0 十1．3
計 34．6 3L5 38．8 一3．1 十4．2 十7．3
噛く個人的動機〉
・健康状態 4．6 3．9 6．2 一〇．7 十1．6 十2．3
・結婚・出産 4．0 2．8 8．9 一1．2 十4．9 十6．1
・修学のための退職 一 12．2 3．8 十12。2 十3．8 一8．4
・転居 26．7 10．3 6．0 一16．4 一20。7 一4．3
・都市の生活条件に不満 一 2．4 1．5 十2．4 十1．5 一〇．9
・両親とくらしたい 一 8．8 5．2 十8．8 十5．2 一3．6
計 35．3 40．4 31．6十5．1 一3．7 一8．8
〈その他の動機〉 5．6 4．5 3．1 一1．1 一2．5 一1．4
出所：JI．　A．　IHH皿KHHa，　JI．　C。　KopoBHH，　B．　n．　MHxaAnoBcKafl　H　Ap．双BH｝KeHHe　Ka入poB　B　cH6HpcKoM
　　　ropo八e，　Ho30cH6皿pcK，1985r．，　cTp．30－31．
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表2　退職動機の複合性（1981年） （％）
退 職 動
?
〈職種・資格〉
・作業が専門や資格と一致しない
・職種不満
・資格上昇の展望がない
動機構造中の割合
主た・動機副次的鯛計
4．3
8．2
0．7
2．7
5．5
1．7
3．8
7．4
1．0
? t 13・・1 …1 12．2
〈労働組織〉
・作業にリズムがない
・不都合な交替制
1．8
1．4
5．5
1．2
2．9
1．4
???
）
・・2）
6．7 4．3
〈労働条件〉
・肉体的に重労働
・不潔な作業
・有害な労働条件
・作業後自由にすごすための良好な条件が不十分
1．8
0．8
1．6
4．5
4．3
5．5
0．3
2．6
L8
2．8
0．1
?
4．2 14．6 7，3
〈集団における人間関係〉
・職長・管理者とうまくいかない
・集団が気に入らない
??
2．4
0．7
2．0
0．3
〈生活条件〉
・賃金不満
・住宅不満
・職場が住宅から遺い
・児童施設不足
9．8
18，6
5．7
2．7
20．6
11．8
5．4
3．4
13．0
16．5
5．7
3．0
? t 36・・1 ・…1 38．2
〈個人的動機〉
・健康状態
・結婚・出産
・修学のための退職
・転　居
・都市の生活条件に不満
・両親とくらしたい
7．8
10．5
4．3
6．1
1．9
7．2
2．8
7．1
1．7
3．5
2．3
3．0
? 1 37・・1 20．4
?????
32．6
〈その他の動機〉 …i …1 3．1
出所：JIBII）KeHHe　KanpoB　B　cH6Hpcr。M　ropOAe．　eTp．125－126．
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人住宅の間借りなのである28）。また、生活条件動機のなかで最も大きな位置を占めているのは、賃金
不満であり、若干の減少傾向はあるものの、依然として13％前後を占めている。
　しかしながら、自発的退職という行動は様々な諸要因の結果であり、ここで検討した様々な動機は
相互に関連している。退職動機を主たる動磯と副次的動機に分けて調査した資料を見てみよう。（表
2）7大項目の順位の点では両者はほぼ同じであるが、その割合は各項目ごとに大きく異なってい
る。
　まず、職種・資格動機は、いずれの動機でも大きな割合を示しているが、主たる動機における割合
がより大きい。これにたいして、同じく生産と直接に関連する動機のなかでも、労働条件、労働組
織、集団における人間関係は、いずれも副次的動機における割合がより大きい。したがって、生産過．
　　　　　　　　　　　　　　カ－－ドル程における諸条件のなかでも、要員の安定化にとって最も大きな役割を果たすのは、生産力の発展や
技術革新によって労働者にたいして客観的に要請される職種・資格上の要求と個々の労働者が現実に
もつ職種・資格上の能力の適合、言いかえれぽ個人の能力が実際に生産に活かされることであると考
えられる。
　生活条件動機と個人的動機は、いずれにおいても最も大きな割合を占めているが、生活条件は副次
的動機としての役割が大きく、個人的動機は主たる動機としての役割が大きい。とくに、生活条件の
なかでも賃金不満は、主たる動機における割合9．8％にたいして、副次的動機では20．6％と副次的な
役割が大きい。実際、賃金不満は、表3からもわかるように、自分の能力、職務内容、労働条件、家
族の状況との関連において問題となっている。これとは逆に、住宅不満は主たる動機における役割が
より大きい。
　ここで注意を要するのは、個々の労働者は、生産や労働の過程それ自体を客観的に評価するのでは
なく、自分自身との関係においてこれらを評価していると考えられることである。職種・資格以外の
生産と直接に係わる動機が副次的なものとされ、住宅不満や個人的動機が主たる動機と位置づけられ
表3　賃金不満動機の構造（アルタイトラクター工場）
不満から他職場に流出した労働者の動機細目 1971年11975年
・低い賃率 58．0 48．6
・ノルマが厳しすぎる 1．4 23．0
・賃金が労働条件に見合わない 2．7 3．8
・生産・労働組織がまずい 4．1 3．1
・作業の等級が労働者の資格より低い 4．1 1．5
・同一労働の他の労働者がより高い賃金を得ている
9．4 3．8
・賃金が家族の扶養に足りない 16．2 15．4
・望ましい賃金を得られなくさせているその
ｼの原因 4．1 0．8
出所：OT．　pen．　E。　r．　AHToceHKoB，　JI．　A．　mHmKHHa．　CoqHanbHo・
　　sKoHoMHqecKHe　npo6neMhI　Tpyノ夏a　Ha　npoMH【mneHHoM　npeA・
　　npllHTnn．　HoBocH6HpcK．1979r．，　cTp．93．
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動表4　企業内・企業外流動動機構造とその変化（アルタイトラクター工場）
? 企　業　内　流　動
1967年　　1971年　　1975年
（％）
1967年・97・年1・975年
〈労働条件動機〉
肉体的に重労働
不潔な作業
危険な作業
高熱職場
冷温下の作業
ガスが多い
チリが多い
特恵条件がない
その他好ましくない条件
7．8
3．8
1．0
1．2
1．6
1．4
1．4
0．6
??????????1 ????4．4
0．7
0．8
2．9
0．5
0．9
3．4
0．8
2．3
計 18．8 24．4 22．8 5．9 4．3 6．5
〈生活水準動機〉
賃金不満 26．4 21．4 22．5 10．9 7．1 8．2
住　居 一 一 一 17．5 10．3 9．9
受付から職場が遠い 4．2 0．9 1．4 一 一 一
住居から企業が遠い 一 一 一 2．9 2．7 2．0
児童施設に空きがない 一 一 一 2．9 0．7 2．3
計 30．6 22．3 23．9 34．2 20．8 22．4
〈職種・資格動機〉
作業が専門に一致しない 6．0 7．2 6．3 1．7 4．4 5．8
職種不満 9．4 6．1 11．7 6．1 4．5 6．4
等級上昇の展望がない 2．0 1．4 1．2 0．4 0．2 0．2
作業の単調さ 1．0 0．3 0．7 0．1 一 一
学習の可能性がない 1．6 0．6 0．3 一 一 一
作業の性格や持場が不安定 一 2．6 0．9 一 一 一
計 20．0 18．2 21．0 8．2 9．1 12．4
〈労働組織動機〉
都合の悪い交替制
作業中断多い、突貫作業
労働組織がまずい
労働緊張度が高い
設備老朽劣悪
7．4
2．4
2．0
0．2
0．6
16．2
1．2
0．3
????? ??1 ?? ??ー??? ??
? 112．6 17．7118．12．8i 2．816．7
〈人間関係動機〉
上司とうまくいかない
職場でうまくいかない
??? ?? ???
o．51
?? ????
〈個人的動機〉
健康状態が思わしくない
家庭の事情
修学のため退職
転　居
??1 ?? ????? ???? ? ?? ? 8．5
3．3
4．1
39．3
6．8
3．9
6．7
27．2
計 111．6111．311・．338．4 55．2145．6
その他の動機 o．41 2．gl o．21 一1
出所：CoqHanbHo・gKoHoM四ecKHe　npo6neMbi　Tpy双a　Ha　npoMH皿neHHoM　npeAnpHHTHH．　cTp．87－88．
一178一
るのは、こうした点からも理解できる。
　次に、アルタイトラクター工場の資料によって、労働力の企業内流動と企業外流動の動機構造を比
較してみよう。（表4）一見して明らかなように、両者の動機構造には大きな相違がある。まず、企
業外流動では個人的動機がいずれの年も第1位であったのにたいして、企業内流動の場合にはいずれ
の年も第5位となっており、しかもその割合の差は大きい。逆に、労働条件は、企業外流動では第
4、5位にたいして、企業内流動では第1、2位であり、やはりその差は大きい。また、企業内流動
における職種・資格、労働組織、集団における人間関係、賃金不満の割合は、企業外流動の場合より
もはるかに大きい。これは、こうした動機と関連した不満が、企業レベルでの経営努力や人事異動な
どによって解決しうるものであることを示唆している。これにたいして、住宅不満、職場から住宅が
遠い、児童施設なし、修学、転居などは、企業内流動によっては解決しえない企業外流動独自の要因
である。
　ところで、こうした企業外流動は、地域経済が開放的タイプの経済システムである以上、移住と交
錯しており、地域経済の問題と切りはなして論ずることはできない。事実、労働力流動における移住
者の割合は、ノヴォシビルスクで約3分の1、クラスノヤルスクで約2分の1であった29）。
　そこで、次に西シベリア地方における移住の現状とその動機構造について考察し、その地域経済に
与える影響について検討しよう。西シベリアにおける1959～70年の都市人口増加は、自然増一46．4
％、社会増一53．6％であり、この比率は全国的にみれぽほぼ中間に位置している30）。しかし、流出・
流入人口の具体的な内容の点では一定の特殊性をもっている。表531）によれば、西シベリアの都市に
おける人口増加の大部分は域内の農村、一部は域外の農村からの移住によるものであり、逆に都市人
ロは域外都市へと流出していることがわかる。農村から都市に流入してきた新住民の定着率は悪く、
ノヴォシビルスクで退職後移住を指向する者の3人に1人は、都市在住期間3年未満であった。都市
在住間の1年未満の者の8割以上が州内外への移住を指向し、1～3年の者でも6割以上が移住を希
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ　ドル望している32）。このように、西シベリアの都市工業における要員の安定化の問題は、新住民の定着化
の問題と直接関連している。
　さらに、西シベリアの都市労働者の移住動機を見てみよう。（表6）移住の最大の動機は住宅条件
にたいする不満である。住居の形態は移住指向に大きな影響を与えており、個室、持家、住宅の1
室、バラヅクの自分の部屋をもっているグループの7割以上が移住を考えていないのにたいして、個
人住宅の間借りや共同宿舎のグループの大半が移住を指向している33）。次いで大きな割合を占めてい
　　　　　　　　　　　表5　西シベリアの都市人口増加における移住の役割
＼都市人・ 域内都市・域外都市間 域内都市・域外農村間 域内の都市・農村間 域外移住（計） 都市・農村間（計） ?
1000人あたり 一一・・71 0．3 9．9 一2．4 10．2 7．5
％ 61．3 一36．0 4．0 ・32・・1－32・・ 136・・1 100
出所：JI．　B．　Kopenh．　nepeMelueHHH　HaceneHHH　Me）KAY　roponoM　H　ceaoM　B　ycnoBHflx　yp6aHH3allHH．
　　HoBocH6HpcK．1982r．，　cTp．39－40．より作成。
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表6　ノヴォシビルスク工業労働者の移住動機構造％
　　　（1981年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1転出労働者
・修学希望
・職種・資格
・賃金不満
・住宅条件不満
・シベリアでの生活・気候に対する不満
・健康状態
・ノヴォシビルスクでの生活に対する不満
・両親とくらしたい
・結　婚
・その他の動機
・資料なし
1．76
2．8
3．8
24．6
3，9
3．7
2．4
23．4
20．1
12．2
1．35
出所：JIBH）KeHHe　KanpoB　B　cH6HpcKoM　ropone．　cTp．41．
るのは、両親とくらしたい、結婚などの個人的動機である。全体として、移住の動機構造と企業外流
動の動機構造の類似性が認められる。
　このように、労働力流動の動機は複合的性格をもちながらも、①生産と直接係わる動機、②生活条
件と係わる動機、③個人的動機から構成されており、①は企業内流動に、②は企業外流動および移住
に特徴的である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ガ　ドル　では、どのような労働者層が西シベリアの都市をはなれ、どのような要員と入れ代り、またこれが
地域経済にどのような社会的、経済的影響を与えるのであろうか。
　年齢・資格水準別グループの潜在的移住強度に関する資料（表7）によれば、州内移住の指向が強
いのは、比較的資格水準の低いグループであり、高資格グループは州外移住への指向が強い。つま
り、労働者の資格等級が高けれぽ高いほど、地域的流動性が大きくなる。専門教育水準の点で、他地
域からの移住者と州外への移住を指向している退職者を比較すると（表8）、専門教育を受けていな
い者の割合は前者が後者を上まわっている。とくに、職業技術学校nTy、工場技能学校Φ3yなど
で教育を受けている者の割合は後者が大きい。さらに、州外移住を指向している退職者の平均資格等
級は3．15であるのにたいして、新住民は3．0である。平均教育水準の点でも、域外移住を指向する者
一9．1年、新住民一8．8年である34）。このように、移住の結果、西シベリア都市における労働資源の質
的構成は悪化しており、西シベリアはとくに高資格労働者不足で、事実上他地域へのその供給者とな
っている。言いかえれば、西シベリアの職業・技術教育機関は他地域のために専門家を養成する結果
となっている。ここでは、移住が単に労働力を再分配するだけでなく、選別する役割をも果している
ことがわかる。
　ところで、労働力流動が実際におこるためには新規退職者に対応する就職先つまり空いた持場がな
ければならない。都市における空いた持場の発生源としては、①開発や生産の拡大にともなう新しい
持場の創出、②域外移住による空いた持場の発生、③域内移住による一時的に空いた持場の発生が考
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表7　ノヴォシビルスク工業労働者の年齢・資格水準による様々なグループの潜在的移住強度　　（％）
5－6　等
?
3－4　等
?
1－2　等
?
??
移住指向
??
移住指向
??
移住指向
年齢グループ ?? ? ? ?? ? ? ?? ? ?
?? ? ? ?? ? ? ? ? ?
19歳以下 63．3 16．7 20．0 52．6 7．9 39．5 65．4 15．9 18．7
20－24歳 52．9 22．9 24．3 58．2 16．3 25．5 53．0 17．8 29．2
25－29歳 61．1 7．4 31．5 63．9 12．4 23．8 61．3 11．3 27．5
30－39歳 62．4 16．5 21．2 63．4 13．5 23．1 63．8 17．0 19．1
40－44歳 72．1 11．6 16．3 61．8 7．3 30．9 81．0 14．3 4．8
45－49歳 69．2 15．4 15．4 64．7 14．7 26．6 70．0 30．0 0
50歳以上 84．3 5．9 9．8 84．5 5．2 10．3 82．4 5．9 11．8
出所：八BH】KeHHe　KanpoB　B　cH6HpcKoM　ropone．　cTp．36．
表8　ノヴォシビルスク工業における他地区からの移住老と州外への移住を指向している退職者の
　　専門教育水準の相違　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
専門教育を受けている
被　　　検　　　者 専門なし 職業技術学校
H場技能学校
ﾂ人班教育 技術学校 高等教育施設
他地区からの移住者
B外への移住を指向している退職者
46．4
R5．8
38．3
S9．8
13．3
P2．2
2．0
Q．2
　　　出所：双BH）KeHHeκanpoB　B　cH6HpcKoM　ropoAe．　cTp．37．
えられる。①②の場合、都市外部からの労働力の流入が不可避であり、また③も域内住民の絶対数を
かえるものではないが、追加的移住「容量」を形成し、人口流入を促進する。さらに、②による空い
た持場は、広い意味で相対的に悪い労働条件の部門、職種、企業に発生し、そこに新住民が流入して
くる以上、新住民の労働・生活条件の水準は、他の住民と比べて相対的に低く、これは新住民の定着
を妨げている。
　以上の分析を総括すれば、図2のようになる。
　①まず、西シベリア都市の「経済的容量」と「社会的容量」の不均衡は、地域間の移住をともな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ－ドル　　った人口移動をもたらしている。この結果、相対的に教育水準が高く高資格の要員が流出し、発
　　生した欠員の補充のために主として域内の農村から大量の低資格（しかも質を量でおぎなうため
　　　　　　　カ－ドル　　に流出した要員数以上の）労働者が流入する。こうして、都市の労働資源は量的には増加するに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ－ドル　　もかかわらず、その質的構成は相対的に悪化し、さらに要員の追加的な教育・養成費が必要とな
　　る。結果的に、都市住民の生活条件は相対的に悪化し、都市の「経済的容量」と「社会的容量」
　　の不均衡も一層悪化する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カ　ドル　②また、移住をともなった人口移動の増大は、出生率の相対的低下、要員流動の増大、新住民の
　　割合の増加をもたらし、これは移住を一層促進する。労働力流動による社会的生産からの一時的
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図2　個別地域の労働資源形成に対する移住の影響
シベリア都市の「経済的」容量と
「社会的」容量の不均衡
労働資源の流出 地域における移住的人口移動の増大
域外転出による空
いた持場の発生
最も教育水準が高
く高資格の要員の
流出
要員の追
力的養成
の必要
労働資源
の質的構
成の相対
的悪化
低資格労働者の大
量引き入れの必要
一一「???
労働力構成の
質的悪化をお
ぎなう必要
出生率の
相対的低?
要員の流
動性の増?
地域にお
ける新移
住者の割
合の増大
労働者の社会的生産からの離
脱による設備・労働力利用の
悪化、労働生産性の低下、労
働時間の損失など
強度の地域内移住
社会的生産効率向上のテ
ンポの低下
地域都市への労働資源の追加的
流入（主として地元農村から）
域外転出者の
補充の必要
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿　　＿＿
地域内移住による空
きの発生との関連
移住者の社会的生
産からの一時離脱
による空いた持場
の発生
農業生産効
率向上テン
ポの低下
?ー?ーー?????
農村の労働
力バランス
の悪化
地域の都市住民の生活
条件の相対的悪化
農村の自然的
再生産条件の
悪化
＿＿＿J
農村の労働資源の
質的構成の悪化
出所：双BH）KeHHe　Ka双poB　B　cH6旺pcKoM　ropone．　cTp．30－31．
　離脱は、設備や労働力利用の悪化、労働生産性の低下、労働時間利用の損失などをもたらし、結
　局社会的生産効率向上テンポを低下させ、再び都市の「経済的容量」と「社会的容量」の不均衡
　を拡大する。
③域内移住は、労働力流動一般と同様の社会的損失をともなうぼかりでなく、社会的生産からの
　一時的離脱によって空いた持場を発生させ、農村住民の都市への流入を一層促進する。
④さらに、①②③の事情は、農村における労働力バランスの悪化、農村の労働資源の質的構成の
　悪化、農村の自然的再生産条件の悪化をもたらし、結局社会的生産効率全体に悪影響を与え、都
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　　市における生活条件一般の相対的悪化をもたらすのである。
　このように、労働力流動問題は、単に企業レベルだけでなく、地域レベルにおいても困果連関をも
っていることがわかる。
IV　労働力利用計画化のための体系的アプローチの提言
　以上、本稿では、西シベリア地方の労働力流動に関する資料を素材として、労働力流動問題が企業
レベルにとどまらず、移住問題との交錯を通じて、地域経済と構造的に結びついていることを明らか
にした。これは、地域レベルでの労働力流動対策の必要性を示唆するぼかりでなく、人間を労働力と
してのみ扱う労働資源＝視座から、生産力要因としての労働力と物質的・精神的富の消費者とを後者
の主導のもとに統一する人間的要因＝視座への転換をも要請しているように思われる。こうした観点
　　　　　　ガロドルから見ると、要員の安定化は、まさに生活そのものの安定化にほかならず、これは労働力利用計画を
労働と生活を統一した概念としての生活者に立脚させねぽならないことを意味している。「生活する、
ということは、言うまでもなく、働く、あるいは労働する場をもち、収入を得、本拠をもち、衣・食・
住、育児、教育、福祉、文化、等々のにない手として、一方では職場で、他方では住居と地域社会
で、自然と人間とのたえざる物質代謝のなかにいるということであり、人間としての生命をたえず再
生産しつつある存在として、人間をつかむということであろう。」53）モズィレヴァT．A．　Mo3NpeBa
も、同様の立場から生活の安定化を、生産的要因（職種上の安定化と企業における安定化）と非生産
的要因（居住地点の安定化と家族関係の安定化）の統合としてとらえている36）。さらに、これは、労
働力流動には予測不可能な部分的無知が存在しており、労働力利用計画は部分的無知を考慮したもの
でなけれぽならないことをも示している37）。
　マリーニンE．皿．ManHHHHは、今日までの労働力バランス法は人間を生産的要因＝労働力とし
てのみ扱い、人間的な問題は経済効率の問題と切りはなされていたとして、次のような体系的アブP
一チを提示している。
　①下位システム（ミクロシステム）
　a　「人間」システム
　b　「機械」システム
　②中位システムー「人間」システムと「機械」システムを一定の様式で結合するシステム。
　これを「生産nPOH3BonCTBO」と称する。（職区、職場、企業など）
　③一連の「生産」システムの結合は、上位システムを構成し、これを「経済XO3fitiCTBO」と称
　　する。（都市、州、地域など）38）
　このように、①中位システムである「生産」を上位システム「経済」のなかに位置づけられたオープ
ンシステムとして理解し、②「人間」システム＝＝社会体系と「機械」システム＝技術体系に同等の地
位を与え、③この2つの体系をそれぞれ独立変数とみなし、④その同時的最適化を計るという点は、
「労働の人間化」の理論的基礎の一つとされている開放的社会・技術体系論とよく似た論理構成をも
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つように思われる39）。しかし、開放的社会・技術体系論は、企業を動的な環境一しかもその概念や要
素が不明確な一と資源を交換するオープンシステムととらえ、環境と企業とのあいだの交換を媒介す
る技術を条件・「境界条件」とすることによって、あくまでも経営効率を求める企業の立場から内部
システムと外部環境の双方を管理することを目指している40）。つまり、「労働の人間化」や「人間的
価値の実現」は企業の経済的合理性追求の手段となっている41）。
　これにたいして、マリーニンのモデルでは、「生産」の具体的環境として地域経済一しかもこれは
国民経済におけるオープンシステムである一が前提されており、社会体系と技術体系の同時的最適化
を個々の生産単位ぽかりでなく、より上位のレベルすなわち地域経済において追求しようとしている
点に特徴がある。こうしたアプローチが成立する前提条件となっているのは、なによりもまず生産手
段が社会化されていることであろう。そして、この前提のもとにおける地域経済レベルでの、しかも
部分的無知を考慮した、労働力利用の計画化こそ、生活者としての人間を基礎とし、人間的要因を体
系的に取り込んだより広い基準に立脚したアプローチを可能とするであろう42）。ソ連経済は生産手段
が社会化されている限りにおいて、こうした理論を現実化しうる可能性をもつ。この可能性を現実性
へと転化するものは、企業レベルにおける自主管理の実質化と地方自治制度の充実（その物質的基礎
である地方財政の民主化）であろう。なぜなら、生活者としての人間は、一方で労働者として直接に
生産と係わっており、他方において物質的・精神的富の消費者として生活環境としての地域経済と係
わっているからである。こうした産業民主主義と地域民主主義の結合こそが、社会の主人公としての
勤労者が「自分たちのつくりだした富を自然と調和のとれた形で維持し、自分たち自身の人間として
の生存と発達を保障しうるように活用しうるシステム」43）の開発に役立ちうるのではないだろうか。
そして、このアブP一チこそ社会主義社会における「市民」と「勤労者」の矛盾を44）発展的に解消し
うる道ではないだろうか。
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30）　JI．　B，　Kopenb，　nepeMeuleHHH　HaceaeHHfl　Me｝KAY　ropoAoM　H　cenoM　B　ycnoBHflx　yp6aHH3aUHII，
　　HoBocH611pcK，1982r．，　cTp．38．
31）　この表の数値は、以下の文献の数値と若干異なっているが全体としては同じ結論が得られる。なお、東
　　シベリアは域外都市から域内都市への移住が相対的に大きいという点で、また極東地方は、このタイプの
　　移住が主要な役割を果しているという点で、西シベリアとは異なっている。
　　　　CM：JI．　B．　Kopenb，　PerHoHanbHbIe　oco6eHHocTH　fPoPMHPoBaHHfl　roPo八cKoro　HaceneHHfl　PCΦCP　3a　cqeT
　　MHrpaUHrt－B　KH．：OT．　peA．　E．　r．　AHToceHKoB，　B．　A．　KanMh：K，　CoUHaJlbHo－9KoHo　MHuecKHe　npo6neMhi
　　pacnpe双eπeH朋Tpy1瓦oBHx　pecypcoB　CH6HpH．　HoBocH6HpcK．1977r．，　cTp．135．137，139．
32）　JI．　A．1皿HmKHHa　H　Ap．，　yKa3．　co9．，　cTp．33．
33）　TaM）Ke．，　CTP．43，
34）　TaM｝Ke．，　CTP，36．
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35）　池上惇、『管理経済論』、有斐閣、1984年、50頁。
36）　T．A．　Mo3NpeBa．　TeKyqecTb　H　cTa6Hnm3auHfl　HH）KeHepHo－TexHHqecKHx　pa60THIIKoB　Ha　npeAnpHHTH兄x
　CH6叩H．　HoBocH6HpcK．1986　r．，　cTp．15－16．
37）　M．エルマンは、社会主義経済における浪費の原因として、経済計画が部分的無知、データ処理技術の
　不十分さ、および複雑性といった、基本的な要因を無視していることを指摘している。
　　佐藤経明、中兼和津次訳『社会主義計画経済論』、岩波書店、1982年、79－99頁を参照。
38）　E．n．　ManHHHH．　yKa3，　coq．，　cTp．61．
39）　村田和彦『労働の人間化の経営学』、千倉書房、1983年、98－99頁。
40）権泰吉『アメリカ経営学の展開』、白桃書房、1984年、216頁。
41）　村田稔編著『経営社会学』、日本評論社、1985年、112頁。
42）　D．レイソは、コールナイLKornai（盛田常夫訳『「不足」の政治経済学』、岩波書店、1984年）を、
　主たる関心が経済面において企業に働らきかける諸力だけに限定されており、「企業に働らきかける諸力」
　を形成するもののマクロ的な分析が欠けている、と批判している。そして、社会学的アプローチの重要性
　を強調し、①経済、②政治、③社会的コミュニティー、④文化システムの4つのサブシステムから構成さ
　れるパーソンズT．Parsonsのモデルの適用を試みている。筆者と全く同意見であるというわけではない
　が、問題関心の点で筆者と一致する。（David　Lain，　op．　cit．，　pp。221－229．）
43）　池上惇、前掲書、3頁。
44）　小森田秋夫「社会主義のもとでのr市民』とr市民的自由』」（藤田勇編『講座史的唯物論と現代6社
　会主義』、青木書店、1979年）を参照。
　（付記、　本稿は、労働力流動と地域経済の関連を主題としたために、企業レベルにおける労働力流動（とく
に企業内流動）とその対策の問題については割愛せざるをえなかった。これについては、別稿（仮題「社会主
義企業における社会学部の役割について」）を予定しており、そこで詳しく論じたいと考えている。
　なお、本稿は、日本シベリア学会第3回大会（1988年9月）での報告の原稿を加筆・修正したものである。
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